
（様式８）                                 記入例【1】 

第２８回（令和７年度）北海道介護支援専門員実務研修受講試験 

実務経験に関する申告書 
                                    
北海道介護支援専門員協会会長 様       【枠内は必ずご記入下さい。また、押印も忘れずにお願いいたします。】 

令和７年 ６ 月 ● 日 

住所 札幌市●●区●●町●●条●●丁目 

氏名 介護下 太郎   ㊞  

                                               
 勤務していた事業所等が廃止・廃業し、当時の勤務実績を確認できる書類を保管している者が存在せず、
当該受験年度の実務経験証明書の提出が困難であるため、受験要件に関する証明事項を確認できる書類等を
提出の上、下記のとおり実務経験に関する申告をします。 

１．実務経験に関する申告事項 

在勤時の氏名 介護下 太郎 

 
（明・大・昭   年  月  日生） 

施設又は事業所名 

 ◎◎訪問介護事業所 

事業（施設等）の開始年月日：  16  年 4 月 1 日 

                ※不明な場合には、記載しなくてもかまいません。 

 

 

事業又は施設種別 訪問介護 

  

申告事項 申告内容 
事実を確認できる書類 

 

 

従事期間  平成 16 年 5 月 1 日～ 平成 18 年 4 月 30 日 

（  730 日間） 

・過年度証明書 ・雇用契約書 ・辞令書  
・給与明細・その他（            ） 

従事期間における 
従事日数 

 480    日 
・過年度証明書 ・給与明細書  ・出勤簿 
・勤務表  ・その他（           ） 

職種 介護職員 
・過年度証明書  ・雇用契約書  ・辞令書 
・その他（                 ） 

職名 主任介護職員 

業務内容 

 
 介護業務 ・過年度証明書 ・雇用契約書  ・辞令書 

・その他（                 ） 

【備  考】 

１  ①従事期間、②業務に従事した日数、③職種・職名、④業務内容の４項目全てを確認できる書類等が提出された場合に 

限り、実務経験期間として算定することができます。 

２ 証明内容に不備、不足があると受験要件の審査の際、正しく判定されませんので、正確に記載して下さい。 

【留意事項】 

  何らかの疑義が生じた際には、その疑義に対する実務経験等の証明責任は当該申告者にあることとし、書類等によりこれ

を確認できない場合は、実務経験期間として算定することはできません。 

  また、過年度証明書の記載内容に疑義が生じた際においても同様とします。 

２ 廃止・廃業が確認できる書類(該当するものに○をつけてください） 

 廃止・廃業証明書（写） ※その他（例：新聞・インターネット等の情報              ） 

 統合・書類の保存期間経過による「証明願（様式９）」 

      

※提出書類に○をつけてください。「その他」の

場合には、提出書類等の名称を記載ください。 

職名が特にない場合は、上記同様「介護職員」

で記載してください 

○印  

必ず押印してください。 

ない場合は再提出となります。 

分かる範囲で記載してください。 



（様式８）                                 記入例【2】 

第２８回（令和７年度）北海道介護支援専門員実務研修受講試験 

実務経験に関する申告書 
                                    
北海道介護支援専門員協会会長 様       【枠内は必ずご記入下さい。また、押印も忘れずにお願いいたします。】 

令和７年 ６ 月 ● 日 

住所 札幌市●●区●●町●●条●●丁目 

氏名 相談下 葉子   ㊞  

                                               
 勤務していた事業所等が廃止・廃業し、当時の勤務実績を確認できる書類を保管している者が存在せず、
当該受験年度の実務経験証明書の提出が困難であるため、受験要件に関する証明事項を確認できる書類等を
提出の上、下記のとおり実務経験に関する申告をします。 

１．実務経験に関する申告事項 

在勤時の氏名 相談下 葉子 

 
（明・大・昭   年  月  日生） 

施設又は事業所名 

 特別養護老人ホーム●● 

事業（施設等）の開始年月日：  16  年 4 月 1 日 

                ※不明な場合には、記載しなくてもかまいません。 

 

 

事業又は施設種別 老人福祉施設 

  

申告事項 申告内容 
事実を確認できる書類 

 

 

従事期間  平成 16 年 5 月 1 日～ 平成 18 年 4 月 30 日 

（  730 日間） 

・過年度証明書 ・雇用契約書 ・辞令書  

・給与明細・その他（ 年金記録      ） 

従事期間における 
従事日数 

 480    日 
・過年度証明書 ・給与明細書  ・出勤簿 

・勤務表  ・その他（           ） 

職種 生活相談員 
・過年度証明書  ・雇用契約書  ・辞令書 

・その他（ 組織図            ） 
職名 生活相談係長 

業務内容 

 
 相談援助業務 ・過年度証明書 ・雇用契約書  ・辞令書 

・その他（                 ） 

【備  考】 

１  ①従事期間、②業務に従事した日数、③職種・職名、④業務内容の４項目全てを確認できる書類等が提出された場合に 

限り、実務経験期間として算定することができます。 

２ 証明内容に不備、不足があると受験要件の審査の際、正しく判定されませんので、正確に記載して下さい。 

【留意事項】 

  何らかの疑義が生じた際には、その疑義に対する実務経験等の証明責任は当該申告者にあることとし、書類等によりこれ

を確認できない場合は、実務経験期間として算定することはできません。 

  また、過年度証明書の記載内容に疑義が生じた際においても同様とします。 

２ 廃止・廃業が確認できる書類(該当するものに○をつけてください） 

 廃止・廃業証明書（写） ※その他（例：新聞・インターネット等の情報              ） 

 統合・書類の保存期間経過による「証明願（様式９）」 

      

※提出書類に○をつけてください。「その他」の

場合には、提出書類等の名称を記載ください。 

○印  

必ず押印してください。 

ない場合は再提出となります。 

分かる範囲で記載してください。 


